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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第32期 

第１四半期累計期間 
第31期 

会計期間 
自2019年８月１日 

至2019年10月31日 

自2018年８月１日 

至2019年７月31日 

完成工事高 （千円） 651,690 2,214,539 

経常利益 （千円） 58,926 161,005 

四半期（当期）純利益 （千円） 38,633 112,911 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － 

資本金 （千円） 100,000 100,000 

発行済株式総数 （株） 400,000 400,000 

純資産額 （千円） 588,478 549,845 

総資産額 （千円） 806,081 748,489 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 96.58 1,374.61 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － 

１株当たり配当額 （円） － － 

自己資本比率 （％） 73.0 73.4 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

３. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在していないため記載しており

ません。 

    ５. １株当たり配当額については、配当実績がありませんので、記載しておりません。 

６．当社は、第31期第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第31期第１四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 
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２【事業の内容】 

 当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】 

１【事業等のリスク】 

 当第１四半期累計期間において新たな事業等のリスクの発生、または、上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの

部）に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。 

 当社は前第１四半期累計期間については、四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較

分析は行っておりません。 

 

(1）財政状態及び経営成績の状況 

①経営成績 

当第１四半期累計期間における我が国経済は企業収益が緩やかに改善し、雇用・設備投資も概ね横ばい程度に推

移しました。しかし、米中貿易対立など海外発の不安定要素、さらに少子高齢化による慢性的な人手不足は深刻化

し、今後も不透明な状況が続くと予測されます。一方、当社の属するリフォーム業界は、新たな参入業者の増加・

新築専門業者からの参入もあり、さらに激戦になっているとはいうものの、古い建物はますます増え、業界全体と

しては微増ではありますが需要は増大傾向にあります。 

このような環境の中で当社は、積極的な営業活動、広告活動を継続的に行った結果、販売金額の高いリノベー

ション工事及び主要顧客へのリフォーム工事が増加しました。 

これらの結果、当第１四半期累計期間の完成工事高は651,690千円、営業利益は58,913千円、経常利益は58,926

千円、四半期純利益は38,633千円となりました。 

なお、当社はリフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。 

 

②財政状態の状況 

（流動資産） 

当第１四半期会計期間末における流動資産の残高は756,541千円で、前事業年度末に比べ47,524千円増加してお

ります。現金及び預金の増加8,905千円、完成工事未収入金の増加40,677千円が主な変動要因であります。 

（固定資産） 

当第１四半期会計期間末における固定資産の残高は49,540千円で、前事業年度末に比べ10,067千円増加しており

ます。投資その他の資産の増加5,313千円、無形固定資産の増加2,909千円が主な変動要因であります。 

（流動負債） 

当第１四半期会計期間末における流動負債の残高は213,362千円で、前事業年度末に比べ19,404千円増加してお

ります。工事未払金の増加35,860千円、賞与引当金の増加14,900千円、未払法人税等の減少13,149千円、未成工

事受入金の減少6,208千円が主な変動要因であります。 

（固定負債） 

当第１四半期会計期間末における固定負債の残高は4,241千円で、前事業年度末に比べ445千円減少しております。 

（純資産） 

当第１四半期会計期間末における純資産の残高は588,478千円で、前事業年度末に比べ38,633千円増加しており

ます。当第１四半期累計期間の四半期純利益の計上による利益剰余金の増加38,633千円がその変動要因でありま

す。 

 

(3）経営方針・経営戦略等 

 当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。 

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

 

(5）研究開発活動 

 該当事項はありません。 
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３【経営上の重要な契約等】 

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,600,000 

計 1,600,000 

 

②【発行済株式】 

種類 

第１四半期会計期間末現

在発行数（株） 

（2019年10月31日） 

提出日現在発行数（株） 

（2019年12月13日） 

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名 

内容 

普通株式 400,000 400,000 
東京証券取引所 

（TOKYO PRO Market） 

完全議決権株式であ

り、株主としての権

利内容に何ら限定の

ない当社における標

準となる株式であり

ます。1単元の株式

数は100株でありま

す。 

計 400,000 400,000 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

①【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

 

②【その他の新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 

発行済株式総

数増減数 

（株） 

発行済株式総

数残高（株） 

資本金増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金増

減額 

（千円） 

資本準備金残

高（千円） 

2019年８月１日～ 

2019年10月31日 
－ 400,000 － 100,000 － － 

 

（５）【大株主の状況】 

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

2019年10月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 400,000 4,000 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 400,000 － － 

総株主の議決権 － 4,000 － 

②【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

２【役員の状況】 

 前事業年度に係る定時株主総会終了後、当第１四半期累計期間における役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】 

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令等14号）に準じて記載しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、株式会社名古屋証券取引所の「有価証券上場規程」第３条第７項に基づき、第１四半期会計期間（2019年

８月１日から2019年10月31日まで）及び第１四半期累計期間（2019年８月１日から2019年10月31日まで）に係る四半

期財務諸表について、興亜監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

 

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

 当上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等の開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同四

半期との対比は行っておりません。 
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１【四半期財務諸表】 

（１）【四半期貸借対照表】 

  （単位：千円）

 
前事業年度 

（2019年７月31日） 

当第１四半期会計期間 

（2019年10月31日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 441,694 450,600 

完成工事未収入金 215,831 256,509 

未成工事支出金 44,171 42,280 

その他 7,948 7,896 

貸倒引当金 △629 △746 

流動資産合計 709,017 756,541 

固定資産   

有形固定資産 20,486 22,331 

無形固定資産 9,288 12,198 

投資その他の資産 ※ 9,696 ※ 15,010 

固定資産合計 39,472 49,540 

資産合計 748,489 806,081 

負債の部   

流動負債   

工事未払金 91,680 127,540 

未払法人税等 37,608 24,458 

賞与引当金 4,050 18,950 

未成工事受入金 12,614 6,405 

その他 48,005 36,007 

流動負債合計 193,957 213,362 

固定負債   

資産除去債務 945 945 

その他 3,741 3,296 

固定負債合計 4,686 4,241 

負債合計 198,644 217,603 

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000 

利益剰余金 449,845 488,478 

株主資本合計 549,845 588,478 

純資産合計 549,845 588,478 

負債純資産合計 748,489 806,081 
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（２）【四半期損益計算書】 

【第１四半期累計期間】 

 （単位：千円）

 

当第１四半期累計期間 

（自 2019年８月１日 

至 2019年10月31日） 

完成工事高 651,690 

完成工事原価 456,209 

完成工事総利益 195,480 

販売費及び一般管理費 136,566 

営業利益 58,913 

営業外収益  

受取利息 2 

その他 21 

営業外収益合計 24 

営業外費用  

支払利息 11 

営業外費用合計 11 

経常利益 58,926 

税引前四半期純利益 58,926 

法人税、住民税及び事業税 24,459 

法人税等調整額 △4,165 

法人税等合計 20,293 

四半期純利益 38,633 
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【注記事項】 

（四半期貸借対照表関係） 

 ※資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

 

前事業年度 

（2019年７月31日） 

 

当第１四半期会計期間 

（2019年10月31日） 

投資その他の資産 1,580千円 2,552千円 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費は、次のとおりであります。 

 

当第１四半期累計期間 

（自 2019年８月１日 

至 2019年10月31日） 

減価償却費 2,552千円 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

 当社は、リフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報は記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

当第１四半期累計期間 

（自 2019年８月１日 

至 2019年10月31日） 

１株当たり四半期純利益 96円58銭 

（算定上の基礎）  

四半期純利益（千円） 38,633 

普通株主に帰属しない金額（千円） - 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 38,633 

普通株式の期中平均株式数（株） 400,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要 

－ 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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２【その他】 

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

 




